
業実施中箇所 箇所 2 1 1 1 1

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
急傾斜地崩壊対策工事を完成させ、急傾斜地崩壊

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
危険区域内の安全を確保する。

事業完了箇所 目標 20 18 19 20 21
箇所

実績 18 18
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 10,775 391 0 0 0

事業費計(A) 千円 10,775 391 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 391
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.03 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 219 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 10,775 610 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
急傾斜地崩壊対策参画事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 義務的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 01 01 急傾斜地崩壊対策参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 急傾斜地の崩壊による災害防止に関する法律・地方財政法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 栃木県が実施する急傾斜地崩壊対策工事に対する受益者負担金
」に基づき、県が施工する急傾斜地崩壊防止工事 　・鷺ノ宮Ａ　Ｒ４年度事業費　現年分　0円
に対し、地方財政法第２７条による市負担金 　　　　　　　　　　　　　　　繰越分　391,050円
　　
令和４年度　工事予定箇所　鷺ノ宮Ａ（仙波町）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
事業進捗 ％ 8.3 9 20 - -

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

急傾斜地崩壊対策工事 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
事



斜地崩壊対策参画事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成２４年において、栃木県が国に補助要望していた急傾斜地崩壊対策事業が採択されたた
①この事務事業は、いつ頃、

め、地方財政法に基づく受益者負担金を求められた。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・近年の異常気象により、自然災害が多発しており、住民の災害への不安と防災意識が高まっ

県などの法令等、社会情勢など）は ている。

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 令和元年東日本台風などの異常気象を受けて、議会においては、毎回のように防災に関する

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 質問がある。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上の余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
大

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中 ○

成

度

小

大

B

中 小

成果向上余地

結び

表

ついている 市でなけれ

（

ばできない 妥当である

事

削減の余地はない

類似

後

事務事業はない 成果向

評

上余地がない 取組むこ

価

とができなかった

成果

シ

向上余地がない

ート）

急傾



川利根川の総延長 km 322 322 322 322 322
一級河川渡良瀬川の総延長 km 107 107 107 107 107

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
利根川治水同盟が行う政府提案活動要求により、

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
治水・利水事業の促進を図る。

構成団体数 目標 113 113 113 113 113
団体

実績 113 113
政府提案活動要求事項 目標 9 11 11 11 11

事項
実績 11 11

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000 1,000 1,000 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 25 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 25 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 25
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.08 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 583 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 608 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
利根川治水同盟参画事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 03 01 利根川治水同盟参画事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等  利根川治水同盟規約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

利根川治水同盟に構成員として参画し、会費とし 会議（１回／年）を主催し、国への要望活動を行う。同盟関係の情報を収集し、
て負担金を支出する。同盟主催の会議及び国への 会員への情報提供を行う。
要望活動に出席する。
※利根川治水同盟とは、利根川の治水・利水に関
する方策を研究するとともに、事業促進を図るこ
とを目的とし、関係する地方公共団体、公営企業
等で組織する団体である。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

活動参加回数 回 1 1 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

利根川の治水・利水事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
一級河



川治水同盟参画事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

利根川治水同盟は、昭和22年のカスリーン台風により利根川堤防が決壊し、甚大な被害を受
①この事務事業は、いつ頃、

けたことから発足した。本市が参画した時期は不明だが、同盟規約が昭和40年に制定されて
どのようなきっかけで開始しましたか？

いることから、この頃だと思われる。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・全国的に公共土木事業は減少傾向にある。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
大

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成果向上余地

結びついてい

B

る 市でなければできな

表

い 妥当である 削減の余

（

地はない

成果向上余地

事

がない 取組むことがで

後

きなかった

成果向上余

評

地がない

価シート）

利根



績）（実績）（目標）（目標）（目標）
一級河川渡良瀬川の延長 ㎞ 107 107 107 107 107

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
渡良瀬川治水同盟が行う、国への要望活動により

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
、一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備が促進さ
れる。 要望活動参加団体 目標 10 10 10 10 10

団体
実績 1 1

要望事項数 目標 20 20 20 20 20
団体

実績 18 18
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000 1,000 1,000 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 64 5 0 0 0

事業費計(A) 千円 64 5 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 旅費 5
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.01 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 73 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 64 78 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
渡良瀬川治水同盟参画事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 03 01 渡良瀬川治水同盟参画事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 渡良瀬川治水同盟規約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

渡良瀬川治水同盟に参画し、負担金を支出する。 会議（年３回）を開催し、国へ要望活動を行う。河川行政の情報を収集し、会員
同盟会主催の会議に出席し、国や関係機関への要 へ情報提供する。今年度の活動については、感染症対策を鑑み、代表者及び事務
望活動を行う。 局で実施した。
※渡良瀬川治水同盟とは、渡良瀬川本支流の改修
、砂防、治水の事業促進を図ることを目的とし、
渡良瀬川沿線の８市２町で構成している団体であ
る。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

活動回数（書面含む） 回 3 3 4 4 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一級河川渡良瀬川 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実



瀬川治水同盟参画事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和２年のカスリーン台風により、渡良瀬川流域で甚大な被害を受けたことから、昭和２８
①この事務事業は、いつ頃、

年に渡良瀬川治水同盟が発足し、本市も参画した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・全国的に公共土木事業は、減少傾向にある。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
大

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成果向上余地

結びついている 市でなければできない 妥当である 削減の余地はない

成果向上余地がない 取組むことがで

B

きなかった

成果向上余

表

地がない

（事後評価シート）

渡良



事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）
的

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会が行う国
成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

への要望活動により、利根川の本支流の河川整備
を促進する。 要望活動参加団体数 目標 13 13 13 13 13

団体
実績 6 6

要望項目数 目標 14 12 12 12 12
項目

実績 12 11
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000 1,000 1,000 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 78 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 78 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 78
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.03 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 219 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 297 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 03 01 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会規約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

「五県連合利根川上流改修促進期成同盟会」に佐 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会に会費として負担金を支出している。例
野市が会員として参画し、活動する。 年、会議や要望活動を実施しているが、感染症対策を鑑み、文書での実施となっ

た。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
活動参加回数（文書含む） 回 4 3 4 4 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

利根川の本流 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
一級河川渡良瀬川の総延長 ㎞ 107 107 107 107 107

目
③意図（この事務



連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和２２年に発生したカスリーン台風により、利根川堤防が決壊し、甚大な被害があったこ
①この事務事業は、いつ頃、

とから、昭和３２年に五県連合利根川上流改修促進期成同盟会は発足し、その趣旨に賛同し
どのようなきっかけで開始しましたか？

、参画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・全国的に公共事業は縮小傾向にある。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
大

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成果向上余地

結びついている 市でなければでき

B

ない 妥当である 削減の

表

余地はない

成果向上余

（

地がない 取組むことが

事

できなかった

成果向上

後

余地がない

評価シート）

五県



2 12 12 12 12
準用河川数（佐野市内） 本 3 3 3 3 3

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会が

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
行う国への要望活動等により、栃木県南部地域に
おける河川、砂防及び水資源開発施設の整備を促 要望活動参加団体数 目標 5 5 5 5 5

団体
進する。 実績 5 5

要望事項数 目標 24 24 24 24 24
事項

実績 31 31
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000 1,000 1,000 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 0 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.01 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 73 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 73 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 03 01 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会規約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

「栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会に、会費として、負担金を支出す
」に、佐野市が会員として参画し、活動する。 る。また、同盟会主催の会議及び国への要望活動に参加している。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
活動参加回数（書面含む） 回 3 2 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

栃木県南部地域における河川・砂防及び水資源開 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

発事業 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
一級河川数（佐野市内） 本 1



県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成６年に栃木県南部地域における河川事業の促進を図るため、関係市町長及び市町議会議
①この事務事業は、いつ頃、

長が、本同盟会を結成した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・全国的に公共土木事業は、減少傾向にある。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
大

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成果向上余地

結びついている 市でなければできない 妥当である 削減の余地はない

成果向上余地がない 取組むこ

B

とができなかった

成果

表

向上余地がない

（事後評価シート）

栃木



5 25 25 25

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会が行う

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
要望活動により、栃木県が行う河川砂防改修事業
が促進される。 要望活動参加者数 目標 13 13 13 13 13

人
実績 6 6

要望事項数 目標 8 8 8 8 8
個

実績 8 8
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

保する。
普通河川の整備延長 目標 1,000 1,000 1,000 1,000

ｍ
実績 436 926
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 0 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.11 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 802 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 802 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業 本年度担当課 道路河川課

事務事業名
前年度担当課 道路河川課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 03 01 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会運営補助金交付要領

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

三好・野上地区内の一級河川旗川の河川砂防改修 一級河川旗川の現地踏査を実施し、要望書を作成。河川管理者である栃木県（安
の促進を図る運動を実施する田沼地区旗川河川砂 足土木事務所）へ要望活動を行った。
防改修促進期成同盟会に補助金を支出し、その活
動を支援する。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
要望活動回数 回 1 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
会員数 人 25 2



地

ある 削減の余地はない

区

類似事務事業はない 成

旗

果向上余地がない 取組

川

むことができなかった

河

成果向上余地がない

川砂防改修促進期成同盟会支援事業 本年度担当課 道路河川課
事務事業名

前年度担当課 道路河川課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

本同盟会は、旧田沼町時代に、栃木県との協議により創設され補助金を支出していた。その
①この事務事業は、いつ頃、

後、一時、休止状態となっていたが、平成２３年に活動が再開された。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・地元住民が、現地踏査のうえ要望書を作成し、栃木県に対し要望活動を実施している。地域

県などの法令等、社会情勢など）は の方々が、旗川沿線における安全で快適な生活環境を買う補するために、積極的な活動をす

事務事業の開始時期と比べてどのように ることは、行政と市民の協働を具現化したものであり、今後、このようなことが広がると考

変化していますか？ える。

③この事務事業に対して、当該年度中、 本同盟会の顧問である、元県議会議員、佐野市議会議員及び地元住民から、補助金による支

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 援を求めらている。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が成果向上余地がないため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】
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6年度 R7年度
対象指標 単位

①　3,000m2以上の盛土（谷埋め型） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
②　地山の傾斜が20°以上かつ5m以上の盛土を行 モニタリング数 箇所 19 19 19 19 19
った宅地（腹付け型） 延2次スクリーニング数 箇所 0 7 7 7 7

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
大規模盛土造成地の安全が確認された状態にする

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

安全が確認された造成 目標 0 7
箇所

地 実績 0 6
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

生命、身体及び財産を災害（火災、地震、水害、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

土砂災害等）から守る
日頃から災害に対する 目標 51 52 53 54 55

％
備えをしている市民の 実績 42.3 42.2

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 24,387 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 24,387 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 48,774 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 委託料 48,774
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.4 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 2,915 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 51,689 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
大規模盛土造成地変動予測調査事業 本年度担当課 都市計画課

事務事業名
前年度担当課 都市計画課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 実計計画事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 一部委託

科目 一般 08 04 01 大規模盛土造成地変動予測調査事業 分 事業分類 検査・調査事務

市長公約 ３－⑧
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 令和3年度 ～ 令和4年度

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 宅地造成等規制法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

県が作成した大規模盛土マップから市内にある19 19箇所の大規模盛土のモニタリング調査を行った。また、優先度の高い盛土造成
箇所の大規模盛土のモニタリング調査を毎年１回 地７箇所の第二次スクリーニングを実施した。
行う。
また、優先度の高い盛土造成地（７箇所）の第二
次スクリーニング（安全性確認調査）を実施する
。
 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
国庫補助事業　R4補助率１／２ モニタリング数 箇所 19 19 19 19 19

延2次スクリーニング数 箇所 0 7 7 7 7

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

大規模盛土造成地　市内１９箇所 R3年度 R4年度 R5年度 R



模盛土造成地変動予測調査事業 本年度担当課 都市計画課
事務事業名

前年度担当課 都市計画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

大地震の際に大規模盛土造成地で、滑動崩落、擁壁倒壊、液状化等の被害が発生している。
①この事務事業は、いつ頃、

平成１８年に宅地造成規制法が改正され、国で宅地耐震化推進事業が創設された。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・令和４年に宅地造成規制法の改正が行われ、宅地造成及び特定盛土等規制法となった。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２）今後の事務事業の方向性

課題（壁）とその解決策

事業終了
大 ○

目 ＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。

標

達 中

成

度

小

大 中 小

成果向上余地

結びついている 市でなければできない 妥当である 削減の余地はない

類似事務事業はない 成果向上余地がない

成果向上余地がない

B表（事後評価シート）

大規



空家) 件 18 15 10 10 10
補助金交付件数(無接道等) 件 0 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

空き家等所有者等 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
Ｒ2実態調査　空家件数 件 2,282 2,282 2,282 2,282 2,282
特定空家等認定件数 件　 20 19 30 30 30

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
周辺の生活環境に悪影響を及ぼす特定空家等や将

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
来、特定空家等になる蓋然性の高い空き家を除去
してもらう 補助金による特定空家 目標 25 25 24 24 24

件
等の除却件数 実績 18 16
補助金による不良空家 目標 10 11 11 11

件
の除却件数(無接道含) 実績 18 15

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

災害発生時の被害を最小限に抑える
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

防災力が向上した割合 目標 93.9 87 89 91 93.9
％

実績 84.9 87.5
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 8,704 7,582 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 8,707 7,583 0 0 0

事業費計(A) 千円 17,411 15,165 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 15,165
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.23 0.26 0 0 0

人件費計(B) 千円 1,685 1,895 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 19,096 17,060 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
特定空家等除却促進事業 本年度担当課 建築住宅課

事務事業名
前年度担当課 建築住宅課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 実計計画事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 05 01 特定空家等除却促進事業 分 事業分類 現金等給付事業

市長公約 １－⑥
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成29年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 空家等対策の推進に関する特別措置法、佐野市特定空家等除却促進事業補助金交付要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

市内に存する市民の生活環境に悪影響を与えてい ・申請に伴う特定空家等の認定
る特定空家等の除却を促進するため、解体工事費 ・特定空家等除却促進事業補助金の申請受付（31件）
用の一部を助成する。 ・特定空家等除却促進事業補助金の交付（31件）
また、将来特定空家等になる蓋然性の高い未接道
敷地や、75㎡未満の狭小敷地にある空き家に対し
、隣接者が空き家を含む敷地を取得し、その空き
家を除却する場合、空き家の解体工事の一部を補 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
助 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
する。 補助金交付件数(特定空家等) 件 18 16 24 24 24

補助金交付件数(不良



空

成果向上余地がある程

家

度ある

成果向上余地が

等

ある程度ある

除却促進事業 本年度担当課 建築住宅課
事務事業名

前年度担当課 建築住宅課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

空家等が増加傾向にある本市において、地域に悪影響を及ぼす老朽危険空家等の早急な除却
①この事務事業は、いつ頃、

を促進させるため企画した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・全国的に空き家が増加し、放置された空き家が地域に悪影響を及ぼすなど問題となり、平成

県などの法令等、社会情勢など）は 27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が全面施行された。

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 平成26年8月12日付で佐野市町会長連合会より、「空家対策に関する条例制定の要望書」が

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 提出され、老朽危険空家等への早急な対策を求められた。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

周知チラシを見た方からの相談もあり、除却に繋がった。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

所有者の金銭的な負担を伴う事業であるので、結果として目標数に 補助の継続。

達しなかった。

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】
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状維持（従来通り実施

評

）
大

目 ＊評価結果に基

価

づいた改革改善案を記

シ

入します。

標

達 中 ○

成

ー

度

小

大 中 小

成果向上余

ト

地

結びついている 市で

）

なければできない 妥当

特

である 削減の余地はな

定

い

類似事務事業はない



,282 2,282

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
①空家等の発生抑制や適切な管理、活用、除却を

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
行ってもらう。
②適切に管理又は活用がされている。 広報さのへの掲載回数 目標 8 8 8 8 8

回
実績 4 7

特定空家等に対する助 目標 2 2 2 2 2
件

言等による解消件数 実績 2 3
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

災害発生時の被害を最小限に抑える。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

防災力が向上した割合 目標 93.9 87 89 91 93.9
％

実績 84.9 87.5
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 1,159 1,070 0 0 0

事業費計(A) 千円 1,159 1,070 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 役務費 805
費

入 需用費 123

量 委託料 87
事業費の

千円 報償費 55
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 1.52 1.51 0 0 0

人件費計(B) 千円 11,137 11,003 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 12,296 12,073 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
特定空家等対策事業 本年度担当課 建築住宅課

事務事業名
前年度担当課 建築住宅課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 08 05 01 特定空家等対策事業 分 事業分類 検査・調査事務

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成28年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 空家等対策の推進に関する特別措置法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

空家等対策計画に基づき、空家等に関する施策を 空家等対策計画の推進
総合的かつ計画的に推進する。 ・空家等対策協議会の開催
・空家等対策協議会の運営 ・空家等の調査
・空家等の調査 ・特定空家等の認定及び措置
・特定空家等に関する措置

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
協議会開催回数 回 3 1 3 3 3
空家等現地調査件数 件 152 180 180 180 180
助言及び指導等件数 件 1 5 5 5 5

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市内に存する空家等 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
空家件数（Ｒ2実態調査） 件 2,282 2,282 2,282 2



空

計画及び空家法に基づ

家

く

達 中 ○ 措置等により

等

、空き家の発生抑制や

対

適切な管理の

成 促進を

策

図る。

度

小

大 中 小

成果

事

向上余地

結びついてい

業

る 市でなければできな

本

い 妥当である 削減の余

年

地はない

類似事務事業

度

はない 成果向上余地が

担

ある程度ある 向上した

当

成果向上余地がある程

課

度ある

建築住宅課
事務事業名

前年度担当課 建築住宅課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成２７年５月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」全面施行されたことを受
①この事務事業は、いつ頃、

け、市内全域の空き家実態調査を行った。その空き家対策を計画的に進めていくため平成２
どのようなきっかけで開始しましたか？

８年度から開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・急激に進行する少子高齢化社会において、空き家に関する問題は全国的に表面化していおり

県などの法令等、社会情勢など）は 、特に適切に管理されないまま放置されている空き家が大きな社会問題となっている。

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 議会や町会長連合会から空き家対策の積極的な推進を要望されている。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

空家等対策計画及び空家法に基づく措置等により、空き家の発生抑制や適切な管理の促進を

事業のやり方改善（成果向上の見直し） 図った。

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

長期間管理放棄された特定空家の所有者に対し、勧告を行ったところ除却に繋がった。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

継続した周知・相談・補助による。 取組の継続。

３．評価結果

B

の総括と今後の方向性

表

【Action】

（３

（

）改革･改善を実現す

事

るうえで解決すべき
（

後

１）事務事業の評価結

評

果 （２）今後の事務事

価

業の方向性
課題（壁）

シ

とその解決策

事業のや

ー

り方改善（成果向上の

ト

見直し）
大

目 ＊評価結

）

果に基づいた改革改善

特

案を記入します。

標 第

定

2次佐野市空家等対策



のような状態にしたいのですか？）
的

水防力の整備強化を図るため、幅広く意見を求め
成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

、調査・審議を行う。
協議会開催回数 目標 1 1 1 - -

回
実績 0 0
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

・危険個所の整備を行い、土砂災害や水害の発生
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

を抑える。
普通河川の整備延長　 目標 200 1,000 1,000 - -

ｍ
　　　 実績 436 858

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 0 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.12 0.14 0 0 0

人件費計(B) 千円 879 1,020 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 879 1,020 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 05010104

事務事業マネジメントシート
水防協議会運営事業 本年度担当課 危機管理課

事務事業名
前年度担当課 危機管理課

基本目標05 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 安全で安心して暮らせるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 01 消防・防災体制の充実・強化 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業04 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 09 01 04 水防協議会運営事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和60年度 ～ 令和5年度

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 水防法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審 　佐野市水防計画については改正の必要がなかったため、佐野市水防協議会は未
議するため、佐野市水防協議会を設置する。 開催とした。 
 　協議会は会長及び委員25人以内で組織する。  
委員は、水防関係団体の代表者、学識経験を有す
る者から、水防管理者が任命・委嘱する。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
協議会開催回数 回 0 0 1 - -

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水防協議会委員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
協議会委員条例定数 人 25 25 25 - -

目
③意図（この事務事業によって、対象をど



協

on】

（３）改革･改

議

善を実現するうえで解

会

決すべき
（１）事務事

運

業の評価結果 （２）今

営

後の事務事業の方向性

事

課題（壁）とその解決

業

策

事業統合・連携
大

目

本

＊評価結果に基づいた

年

改革改善案を記入しま

度

す。

標 水防計画と地域

担

防災計画の統合や、水

当

防協議会と

達 中 ○ 防災

課

会議の統合を行い、事

危

務事業についても統合

機

成 する。

度

小

大 中 小

成

管

果向上余地

結びついて

理

いる 市でなければでき

課

ない 妥当である 削減の

事

余地はない

成果向上余

務

地がない 向上しなかっ

事

た

成果向上余地がない

業名
前年度担当課 危機管理課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

地方自治法の規定に基づく、合併前の昭和６０年佐野市水防協議会条例により水防行政の円
①この事務事業は、いつ頃、

滑な運営を図るため、市長の諮問に応じ、水防に関する重要事項を調査審議するため開始さ
どのようなきっかけで開始しましたか？

れた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成２７年９月関東・東北豪雨や平成３０年７月豪雨等において大規模な被害が発生し、市

県などの法令等、社会情勢など）は 民の水害への危機意識は高まっており、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域の公表に

事務事業の開始時期と比べてどのように 伴い、より専門的な委員構成へ変更となる。水防計画は地域防災計画と密接な関連があるた

変化していますか？ め、近年、両計画を統合する自治体も増えている。

③この事務事業に対して、当該年度中、 令和元年東日本台風の災害を踏まえ、議会より水防計画の見直しなどについて意見や要望が

関係者（市民、議会、事務事業対象者） あった。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業があり統合・連携で 防災対策事業

きる・している

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

成果向上余地がないため対象外

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要と

B

なる取組内容

水防計画

表

の改定事項が無かった

（

ことから、水防協議会

事

は開催してい 水防計画

後

と地域防災計画は密接

評

な関係にあるため、計

価

画を統合し、

ない。 水

シ

害対策の一元化を図る

ー

。計画の統合に伴い、

ト

水防協議会と防災会

議

）

の統合を検討する。

３

水

．評価結果の総括と今

防

後の方向性【Acti






















